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琉球所属を繰る日清水入渉の諸問題
琉球の所粛を躍る日清交渉については、戦後、外務省編纂「日
本外交文書」の刊行が進入、関係文書が公開されたが、植田捺雄博士は早速それらの資料や中国側資料も併せて詳細に交渉経過を辿り、両国主張の論点を明かにされた
。
ハ「琉球の帰属を繰る日清
交渉」東洋交化研究所紀要第二冊昭お〉
その後に刊行された日本外交文書第十九巻（昭幻）は琉球問題に
関する日清交渉の資料を追録補揖し、ここに交渉のほぼ全貌が尽されるに至った。大山梓氏は「琉球帰属問題の史的研究」（政治経済七巻五・六号昭
m m
〉で、史籍を渉猟し関係外交文書を精賓し
て、両国主張の前提となる中世以降の史的関係泣び その法的考察を進め両者の見解を検討されている。
筆者は前稿「日清間琉球案件交渉の挫折」ハ本誌第七号昭初）
で北京会商前後の事情 ついて考察したが、本稿
で
は更に補足資
料を加えて日清交渉全般を通じての問題点の別抗を志
7） た 。
一、交渉経過上の問題
幕末に按ける硫球問題の発生
琉球は康長十四年広島津家久
安
岡
日百
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力征討により、実質的に護摩藩の附曹とな
っ
たが、一方既に朗代
洪武帝の招諭に応じて、中山王として冊封を受け、爾来朝貢関係にあ
っ
た
。
島津氏は貿易政策上琉球に独立を装わしめ、中国もま
た日本との関係を察知し乍ら不問に附し、弦に琉球の両麗状態は日本の鎖国政策が破綻を示さぬ限り 於て継続した。
幕末に至り識者は北辺防備の急と共に、南方琉球掌握の要を強
調してい 。崎一問一指
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太平洋航路の要衝に当る琉球諸島には、十九世紀初葉以降欧米
諸国艦船の来航を見、そ 航海記の中には琉球の「日清両属の特殊事情を正しく理解して、向島が事実上日本の勢力下 あることを 認 め 」 た も の も あ っ た 。 ぽ 日 間 一 軒 品 口 ん 界 一 間 一 昨 訴 訟 一 色 問 問 一 一 対 め 昭 お
弘化年間、仏艦或は英人 退去方に関し、島津氏 琉球から清
国に之 交渉させ 。徳川持昭は此の時に当り老中阿部正弘宛「最早琉球関ハ六ケ敷察侯セめてハ此上蝦夷地如琉球不相成様」と警告し、琉球の熊度についても、仏英から厚恵ある時は日本中国を親母とし仏英を君とするやも知れずと危慎
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、薩藩の眠起を
、
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島津費彬は外国の琉球に対する条約締結要求に関し「一古来琉球
は日支両属の姿であって表は清国に属し、実は日本に隷せり、而も其表の清菌に属する所を以て内外共に之を観る」とし「琉球は表面上日本の化外に貴き、通信貿易の二件は琉球王限りに於て黙許されんこと日本将来の長計たるべし」と阿部正弘に進言し、之が採用されて米仏蘭各国と琉球の聞には相ついで取極めが成立しこ
e渡辺修二郎「阿部正弘
事蹟
」明特
ー中村徳玄郎「島津斉彬公」昭
8
英国代理公使は文久元年
F4
蹴球所属の疑義を幕府に照会した
結果、琉球は慶長年間の征討以来島津氏の 属であり、清国との関 係 を 禁 止 し な い 旨 の 回 答 を 得 た 。 日 開 閉 町 」 「 可 九 一 一 畑 山 一 紘 一 部 一 」 川 悦 昭
7
慶応三年むパリ万国博覧会に薩藩は幕府を経由せず出品し、
薩摩侯は幕府下にあるが琉球国王としての島津民は幕府から独立した君主であると申出て「薩摩琉球国勲章」を仏帝、文武官に贈った。然るに其後将軍名代 川昭武一行が到着し、琉球の両属関係を説明し、琉球は日本から独立した国でない事を主張した。腕 時 洲 一 社 畑 一 議 … 創 刊 大 日 昭
5
既に琉球の存在は早晩国際場襖にその所属を明確化する事
余
儀なくされる形勢にあった
。
この国際的背景の下に、日本の改革
を主動力とし、琉球問題は琉球が「父母之邦」と仰いだ 清両国間に懸案となり 此の間に琉球が介在する形となった。
明治維新と琉球明治二年訂版籍奉還にも麗摩藩更の琉球在
勤には変りなく、間四年↑ベ廃藩置県に際しては鹿児島県管轄となり、翌五年正月 県官奈良原幸五郎、伊地知貞馨が派遣され、本土の改革を告げ、琉球の政体不変更、島津氏への滞租・負債の
一OA
免除等の懐柔策を採った。この事態にも琉球は現状維持即ち日清両属の継続を希い、むしろ慶長征討後薩摩に編入された奄美五島の返還をさえ期待している
。
闘訓導官醐脚立削樹祭母語
明治四年十一月、琉球人遭難事件が起り、台湾生審問罪の前提
として琉球の藩属関係確立が必要とされ、外務卿副島種臣の建議により九翌五年九月に琉球王尚泰の藩王冊封、琉球でいう「藩王御請」線開制服哨阿梅…が行われた
o
此の際尚泰代理として上京した王叔
伊江王子他は、五島返還 請願し副島外務卿から善処を約された
。
これは琉球人に期待を与えたが、その後は事絶えて実現を見
なかった。時
一 純 一 諸
問 一 恥 … 問 問 寸 大
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昭幻
日本の此の措置により、琉球との条約の効力を懸念した米国
は、直もに駐日公使デ・ロシグの・開・巴
O
円。出ぬから副島外務卿に
照会し、爾後は日本政府に於て同条約を維持遂行する旨の回答を得て、以後日本の琉球処分に対 何等 異議も挟まなかっ
。
外務省編「大日本外交文書」五巻一－七九文書、外務省編「旧条約索纂」一二巻
また明治六年↑司一八月には伊国代理公使から琉球との条約に関
連して米仏蘭と同様に伊国艦船人民を取扱われたしと願出ており枕認可
J m
…締紘一昨一一一社既に日本の琉球領有は列国の事実上認める所
であった。
台湾事変と北京協約琉球人迫害の報復を期する征台論は、明
治六年三月、備中小田県人遭難により更に硬化した。 かも当時デ・ロジグ米国公使及びその推挙 かかるル・ジャシドルの－
T w
c o p
。3
李仙得ハ外務省二等出仕〉は種々台湾問題に献策し、陪
???????????????っ?。??????…?﹈?????????
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英修道「一八七四年蕃社事件」ロロ
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法学研究二四ノ九・十合併号問岳
征台の準靖工作に全権大使として渡清した副島外務卿は、明治
六年六月清国側から「台湾生蕃め地は化外に置き政教逮ばず」との言質を得た。ぬ一畑山口一縦一泊四畑一耕一院然るに台湾審地事務都督西郷従道により渡台出兵が決行されるに及び、清国では之を日清修好条規違反として撤兵を要求した。明治七年七月に決定し、駐清公使柳原前売 伝達され 談判要領には「這回ノ機会ヲ以テ琉球両属ノ淵源ヲ絶チ朝鮮自新ノ門戸ヲ開グ」ことを奥計としている。叩材班授韓これは琉球建藩措置前、右院が政府から琉球問題研究を命ぜられたのに対し「我巳に其要務の実を得たれば、其虚交の名は之を清国に分ち与へ」「王号の封冊を受くるを許して、分明に両属と看倣すべし」と消極的な両属政策の継続 進言 たのと対 照 さ れ る 。 刊 紙 純 一 一 蹴 右 目 、 清
柳原公使と清国総理衛門との交渉は進展せず、内務卿大久保利
通は渡清を願い全権弁理大臣として和戦の決定権 委任され北京に赴いた。大久保全権は随員仏人顧問ポアソナ
l
ド回。
z g m m E O
に負う公法理論 楯に蕃地の管轄権を追及 た
c
然るに清国側
は、近時西洋各国編成の万国公法に関せず「正理」を以て熱商したいと申出た。交渉は決裂 翻したが、英国公使ウエ
1
ド戸司・
毛色。の調停 より明治七年十月末に協約調印を見た。その前文に「台湾生蕃嘗テ日本国ノ属民等ヲ将テ、妄
η二一害ヲ加フル」一玄
々と述べ、本文 日本の征台を義挙と認め、償金支払 約し
。
「使清弁理始末」明治文化全集六外交篤所収「処蕃趣旨垂直」間前及び大久保利通文書十所収
此の北京協約は間接的乍ら清国に琉球を日本の属地と認めさせ
た事になり、日本政府軍剛後の行動に自信を与え、逆に清国にと》ては不利 一条となった。当の大久保全権、柳原公使、猷一以耕一洲或は蕃地事務局長官大隈重信明一周大大
2
などが成功を諮ってい
るのみならず、中国の史書も之を日本に琉球併合の根拠を与えた愚な失敗と評している
0 1 d
恥首耕一銃一得何時一昭
8
戸 田 ・ 露 。
3 0
は償金支払は寸過去五世紀に亙って貢物を納めたところ 琉球暗々裡に捨て去った」もので、それは「総ての附膚国即ち雲南、朝鮮、緬旬を次ぎ次ぎに捨て更に満洲、蒙古、西蔵の位置にまで及ぶところの先駆をなした」と認めて る。清沢湖氏「外政家と昭
7
ししての大久保利通」
Eml
後に清国側は、撫雌銀両は掠奪に遭った日本人のみに支払った
ものと申立てたが、ウエ
l
ド公使の文書に「殺害家族」ハ琉人〉等
に支払う旨の記載があり此の弁明 成立し い。相
4．M
似 一 政 鵠 七
政府顧問ポアソナ
l
ドも、条約面中に琉球人民を指
L
て日本臣
民と名称したのを根拠に、琉球に一層政権を拡張すべしと説いて
b o
平塚篤編「続伊ロロ
i
L 2 1
藤博文秘録」院－
E
琉球処分進展に伴う目溝間紛櫨の発生明治七年十二月、琉球
藩事務は外務省から内務省に移管された。これが「日本の隷属たるを各国に敗露し清国交通 障碍を生ずる恐れあるを以て琉人自ら命を朝廷に請て」断制見改属 なったものとすれば、琉球人希望に合致していた事になる。しかも琉球からは北京夜渉後も明治八年三月に清国へ進買を行い日本 代理公使鄭永寧と清国総理街門との聞 応接を生じせしめるなど、対清観念は依然た ものEb
コ エ
o
日本外交文書べ
12
・予巻一三四文書
斯に大し久保内務卿の建議に基して吾郎所一属を更に「判然タル成
一O
九
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局」ヘ導くため、明治八年七月処分官として内務大丞松田道之が派遣され、内政処分案を琉疎藩に伝達したが、その主眼は隔年朝貢の停止にあった
。
鰍一政側鴻”は錯しかご日記一純一院これは両属関係
清算の方針を執る日本政府としては必須の措置であった で、琉球側では朝貢断絶は親子の義を滅する忘因。行為になるとして種々歎願を試みたが空しかった。当時藩内に 強硬派、温和派 折衷派が対立し鵬搬一括清国を侍むものは清国軍艦来援の情報 期待し、松田処分官も此等の動向に配慮していた。附糊蹴矧鰍琉球の識者には、津那古親方（東国興〉の如く、既に内地の廃藩置県を聞き早晩余波の野球に及ぶ事を慮り その準備の めの九州視察を唱えていた程の人物もあり、此の時も中国が嘗て外藩のため出兵した例のない事を説明して政治家を戒めていた いう。」誠一……柑安興「琉球史、
7
の五偉人」－ノ
5
琉球側の運動は藩王代理の上京歎願、清国への密使派遣共に効
果のないままに、明治九年気七月末、内務少丞木梨精一郎により正式に対清関係断絶 指令が伝達された。
これより先、明治九年
γ
月、朝鮮問題に関する会談に際して、
清国側から駐清公使森有礼に対して 属国と 朝鮮 外耕
一球、安
南があると口外した。森公使は琉球問題の直接討議を避ける一方、琉球人の清国旅券免状下附の件について 清国 旅券所持者を日本人と認めさせる事により暗に琉球の日本領である事を認めさせるという成功を収めた。相．
4
一 設 炊 一 一 九
つレで貢年に当る明治十年に 審王密使が北京に到り、貢使
発遺不能の旨を訴えたので、李鴻章は に朝貢停止 事実の
一 一
O
有無を質
L
た。森は琉球藩が内務省管轄に移った事を楯に議論を
避け．卒も深くは追及しなかった
。
刊紘一吟奴鵠これは駐日公使何
如嘩赴任後の交渉に任す意図と共に李自身の関心が消極的であった事にもよる。一方何公使は東京着任後、李に強硬策を具申した。廃藩置県措置 前に既に予めこれを警告し、琉球の滅亡は更に朝鮮、台湾滋湖諸島に及ぶ事を憂慮し、日本の現状では強硬抗議を申入れ不和を醸して 事を構える虞れはないとの見解であっこ
o
字文忠公金書訳署一
胸 骨 胴 巻 八
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六十年来中関与日本
明治十一年↑
M
十月七日附外務卿寺島宗則宛の何－公使照会文面
には「日本堂々大国諒不肯背隣交欺弱国為此不信不義無情無理之事」「欺凌琉球檀改旧章無端而廃棄条約圧制小邦」「庶足以全友誼固隣交不敢胎笑於万国」等の言辞を用いていた
。
相 ！
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政 刊 誌 一 十 一
寺島外務卿は此等の語を、 交断絶 類す 暴言であると難詰し、この件の謝罪書 提出のない限りは交渉に応じない旨 主張した。照会の抗議内容は清国政府の指令 よるも ではなく、何公使自身の発意に出るものである事が確認されたが、何公使は文書及び会談により屡次弁明はしても謝罪には応じなかった。訪ね…一寸一一 一 一 肌 一 叫 勲 一 四
ha
此の聞に琉球廃藩、沖縄置県、旧蕃主上京の措置を
見て折衝は更に紛糾し、交渉は北京駐在公使宍声撲と総理街門との聞に移った。寺島 代った外務卿井上馨は、明治十二年↑
M
九
月．長交の覚書を総理街門に呈し法理論を明確に主張し、水掛論に陥？ている両国の紛議に終止符を打とうとした
。
相 4 M 域 対 日 前 … 一 一
以 刊 舛 弁 上公伝巻三
グラントの調停
本来第三者の調停に関して、日本は現状のま
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ま既成事実を固めてゆく方が有利なので之を望まなかった。先に大久保全権の随員とし
τ
渡清した井上毅、ポアソナ
1
ド両人共に
清国要路との直接交渉を政府に説いている。諮
…一時博これに反し
清国が交渉不調の打開に第三国への仲裁依頼の意向を有していた事は、明治十一年九月の何公使と外務大書記官宮本小一及び寺島外務卿との会談にも灰寸かされている。一向耕一一梢松
世界周遊の前米国大統領グラントロ・
ω
－c g
己は日本来朝を
前にして、清国で恭親王、李鴻章から琉球問題斡旋を懇請された。調停依頼には親清派琉人から 運動もあったやに窺われる。尚 球 「 廃 藩 当 時 の
RZ
人物』林成功の項ーコ
4
李はグラ
ν
トに応諾させる為、特に米国の利害に関する事柄即
ち日清開戦の際 於ける太平洋航路の米船航行不能化の危慎を説いた。一臨む一郎駐日首然るにグラシトは太平洋航路 安全が保障れれば清国は満足すると考えた節がある。即ち明治十二年七月の内務卿伊藤博文らとの日光会談でも、グラシトは清国が琉球諸島を「太平洋ノ互市上欠グ可カラザル要路」と目している事を述ペグラント氏意見ヨシグ氏筆記冨球翌
1
月、且治天皇との会見にも、確
事件」明治文化全集ニニ純白人鴛所収ノ
f
説か否かを疑い乍らも「清国 一於テハ該島棋間ノ彊界ヲ分界シ、太平洋一一出ル広潤ナル通路ヲ彼 一与フルノ議－一そ至ラハ、彼
aレ是
ヲ承諾スヘシ との情報を洩らしておりげ帥わ和制訴と昭ロ知一読…川に鶴七これが後述の分島案につながる勧告であっ 。
グラシトは琉球の所属について清国側から聴取した所と日本側
、
の説明との食違いを知り、来日後は への同情を逆に日本に移したの観があり、後に李鴻章もグラシトに対する不満を吐露して
い る
03
怒号詳伊藤内務一卿は宍一円公使宛情報中に「イフ
ν
ト
は充分我政府の是なるを認めた」旨を報じた。一」間設コ鳩叫ん
グラシトは欧州諸国の野心を警告し、日清両国に互譲の要を説
いたので、結局照会撤錯問題、会商地派員の件共日本が譲歩し、清国総理街門大臣と日本側全権宍戸公使との間に北京会商開始の
本外交文書十三巻一二七・一二八文書三国谷宏「流球
運びとなった。帰臥に関するグラントの調停」東方学報京都十ノ三紹
U
琉球三分案と分島改約案北京における正式交渉に先立つ李鴻
章・竹添進一郎聞 予備的会談に於て、先ず明治十三年い似三月二十六日に日本の意向 あり旦？後に北京会商の議に上寸た二島分割・条約均四招集が内示され、同年四月四日には李から琉球三分実が提示された。
三分案とは、琉球諸島のうち中部を琉球に帰し王国を復し日清
両国が之を保護し、南部の台湾に近い部 は諸国 割譲し、北部の薩摩に近い諸島を日本領とするという内容である。一
UUU
一 際 一 泊 舎
一川一ば浦邦日本に北部を与える う事は 嘗て慶長征討後 島津直領として 編入された奄美諸島を確認されるものに過ぎない
。
しかも清国が中部の琉球王国に冊封関係を存続する事は必歪
であり、本実は日本として得る所なく、清国 体面を保つない案であり到底承認出来ない所であ「
。
李は一二分案をグラジトが駐日米国公使ピシガムト『・
k p
・ 聞 い 白 包 囲
M W B
と協議の上で何公使に提示したかの如く開陳し ので、日本政府はグラシト及びピシガムに照会し、その結果両者共関知せぬ旨を確認した上、竹添を通じ予め反対の意向 清国側に伝えておいた。
結局三分案は正式の議には上ちなかった 、三分実が没却され
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る事は同時に李が本件の交渉から遊離する事を意味した。一二分索の発生については遂にその真相が明かにされていないが、李がこれを利用して交渉の基礎に置こうとした事は事実である。
北京会商に臨んだ日本の方針は、琉球諸島中の最も台湾に近い
宮古・八重山両群島を清国に割譲し、代りに日清修好条規に追加条約の形式で最恵国待遇均需の条項を加える いう所謂「分島改約」の案であった。日本が既に内地同様に県制を施行した領土の一部を割い
τ
までも妥結を期したのは、グラシトの説く互譲の実
を挙げる為であると共に、一面最恵国条款を切望していた故であっ こ 。 日 本 外 交 文 書 十
f
コ 一 巻 一 二 四 文 書
グラシトは清国滞在中に要路者の説明を聴取したが具体案には
触れなかったと認められる。後に竹添に対しても はグラシトと「政略上ノ事ハ話シタ
D
耕法ノ事ハ嘗テ談セス」〈明治十四年十二
月〉と答えている。四
MM
較…路．む一巻日本来朝中に両群島分割実
を発論した事は、帰国後グラジトが日本政府の三分実に関する照会に答えた所や組一銭上李の言動にも裏書される。 か 日光会談の記録は解決案の具体的個所に触れる を避けており、グラシトの解決案 議の事実に関してはや〉明確 欠いている。一間一鞘一句いずれにせよ日本が交渉 基礎とした両群島割譲実はグラント勧告の線に沿うものであった。
グラシトの斡旋により打開された日清交渉は後述の如く結局不
調に帰したが、結果として日本は失った所なく、逆に清国に 一応の手段を尽したとの観念に至らしめた
。
日本も以後交渉に応じ
ない態度をとる理由も立ち、不成立に終ったとはいえ 単な 徒
; ・' 
」
労とは目せない。
条約案成否の宵景清国総理街門大臣は琉球問題解決を侯って
条約改正を検討する事を主張し、売に修好条規締結交渉の際、全権伊達宗城に対したと同様の論法で、清国は「両辺相酬」即ち日清両国閣のみ相互に最恵国待遇を認めようとした。これに対し全権宍宵公使は「一体均謂」即ち欧米諸国と同様の待遇を要求し、両者の主張が食違い北京会商は難航であ
っ
た 。
結局清国側の譲歩により明治十三年十月二十一日に、清国全権
委員沈桂芥ら提出の琉球条約案が議決された。分島改約の骨子は承認され、十日以内の調回、調印後三カ月以内 批准 光緒七年正月ハ明治十四年二月）宮古・八重山両群島交付、交付翌月から加約二款施行と定められた。間紘一凶器一一位
一 犯 人 位 比 一 弘 一
然るに清国側は約束期限を越えても調回を履行せず、上諭によ
り慎重を期し南北洋両大臣 意見を徴すと弁明し無期延期 策したので、宍戸公使は全権の任を侮弄するものと詰責 て明治十四年一月北京を引揚げ帰国の途についた。是に於て日清 国とも互に相手方が自ら議を棄てたもの 看倣した。（なおグラシトに対しては右大臣岩倉具視から明治十四年三月末に交渉 結果 報告し遺憾の意を表明している
o
四 一 服 一 議 盟 国 一 訂 一 巻 ）
琉球問題に関する清国の動向を考察するに当っては、常に清国
の国際的環境特に対露交渉の推移に着目せねばならない。山寸細税特件原委」（昭
3
加記）伊藤博ウ
f
縞 日 刊 書 類 纂 雑 恒 輔 其 一 一 一 一 附 収 昭 日
既に琉球から日本の朝貢阻止を訴えられた際、清国が冷淡な態
度を示したのは、伊型地方 鶴る露清関係悪化がそ 一一回を
L
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ていた。何公使の強硬意見に李鴻章が動かなか
っ
たのも主とし
て
この為であ「た
o E
ハ時株吋北京会商当時も清国は日露の連繋を
極度に警戒していた。李が琉球三分案に固執しなか
っ
た
の
は、折
柄露国軍艦が日本を訪問したので態度を緩和したものとも九られて い る 。 一 尚
一諸問目指サ東昭
2
当時清廷では露国を孤立させるため日本に対し条約改訂にも議
歩せよとの声が張之洞、恭親王から起り調印一歩前に迄至
っ
た
の
で あ 「 た 。 雄 政 相 似 一 幹 一 紘 一 一 一 一 一 哨 コ 誹 然 る に 露 清 交 渉 の 進 展
に
伴レ清
廷には琉球条約案に対し 賛否両論が併立した
。
調印を約して後
一週間目に陳宝探が条約に反対し、逆に醇親王は日露相結を警放し、また張之洞は改 は認めたが琉案は延期を奏
。
ついで北
洋大臣李鴻章 上諭に応じ、日露提携の危慎不要との見解に基き延期策を上奏した。他方南洋大臣劉坤一の覆奏は竹添 表現を譜りれば「琉球ヲ丸ト日本－一譲付シテ速－一其ノ歓心ヲ結ヒ、中国ハ力ヲ極メテ朝鮮ヲ保護シ以テ俄国ノ呑嘘ヲ拒キヲ以テ封彊ヲ固グスベシ」との大意であった。田川訟骸噌釘一巻（当時の清国要路の
較
向は本誌七号所載前稿及び同付表参照〉
一方露都では曽紀沢が
HY
ワディア条約改訂に努力し、露清交渉
も好転したので清廷は慎重策に傾いた。日本側でも明治十三年十月、井上外務卿は、北京赴任中の露国公使急拠召還との情報に露清交渉の進捗を慮り、宍戸公使宛「球事談判ヲ訣
シ
テ 遅 』 一 ス 可 キ
場合一一無之、数旬ヲ空グスル中ニ清魯俄然解釈スル様ノ事一 立至」らぬよう天津河水氷結前の妥結を期待し、宍戸公使からも伊型紛争に関する情報を井上外務卿に費している。羽 明時計 附…一泊叶札制…
果して明治十四年いで一月露都に於て聖ベテルプルグ条約が調
印され、伊型問題は落着した。同年三月に琉球問題再議の上諭が下り、軍機大臣左宗業も沿海
戒
備の上申の中に「宍芦の帰国は露清
和議成立前であり、今事態の急変を聞けば或は日本要求の意も緩和されるかも知れない」と観測しているが、日本は既に談判結了と 看 倣 し て い た 。 諺 … 〜 制 立 一 政 料 一
露
一清交渉が不調のま〉に推移した場合、二島分割・条約均需
案
が成立する可能性は充分存していた。その場合は日清戦争 よる実力的解決を倹たずに琉球問題は了局を見ていた事
に
なり、両群
島も異
っ
た運命を辿
っ
ていたであろう。
ニ、所属問題の論点と双方の態度
清国の主張と態度清国の本意は要するに朝貢儀礼の存続にあ
っ
た
。
これが琉球の所属論議に於て両属論となり、解決案として
は復封を伏線とした姿を示した。関心は名分の問題にあり、近代国際法の観念には程遠いものがあ
っ
た。藩属国としての
琉
球を喪
失する事は単に琉球一個の問題に止まらず、緬旬 安南等の帰趨にも関連する性質のもので
あ っ
た 。
日本との関係に於ても、出来れば疏球が既往の両属状態を維持
する事を期待していた
。
日本の支配を否認するのではなく、琉球
を一方的 処分する日本の行動に抗議した で 。過去 ついても、日本が専属を主張したの 対して、両属という方が事実に近レとし、両国で召使う従僕に とえている。 かも琉球の独立を認め、属邦である事と一国である事とは併存して慣らぬものと
｝ 一 三
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主務し、属邦の実として明代以来の冊封職責を、一国の実として「政教禁令不為遥制」の事を挙げた畑一品設は諸川区巻更に琉球が米仏蘭三国と夫々条約を結んだ事実は、此等外国も琉球を一国と認めた証左であると主張し、且つ条約中に清国年号、漢文を使用している事を挙げた。琉球の言語、民族、宗俗に関する主張も、朝貢停止、廃藩置県に対する抗議も右の線に沿って行われた
c
此等の主張は主として何公使から寺島外務卿宛
4コ
M443
た 〈 齢
析だ耕一九及び総理街門から宍戸公使宛叶肝玲就
航
．の公文に述べられ
ているが、何公使と寺島外務卿の対話筆記によると、公文に比べ穏便に進貢停止それ自体よりも、日本が清国に全く通知せず一方的に実行した点を専ら論難しており にかく今一度の納責許可、その上での両国協議を反復希望している。料諮松日清修好条規違反との抗議も、両属関係の完全否定にまで至らなかった明治五年の琉球建藩には及ばず、両属関係清算を図った朝貢停止と併合確定の措置ともいえる廃藩置県に対して向けられた。
清国の宮古・八重山割譲案に対する同意は、両群島に琉球王国を
復し封貢関係を継続し得るとの期待を基礎としていた
。
然るに日
本が尚一族を返還しない事と、
琉
官向徳宏の言により「南島貧
熔
僻隆不能自立」の事が判明 た結果は該案調印 延期に至らしめこ
o
字 女
忠
公
金
書
式委
稿
巻 三 九
清国側は出ハ戸公使 北京退去後も
u依然として杭疎開題未了
の
態
度を固持し、特に李鴻章が該件に執着した
。
本 一
Jが条約調印延期に
決定的な役割を果した事は、竹添に対して李自身が明治十四年
十
二月に「約定ハ予ノ般ル所ナリ」「予カ不承知ナル以上ハタトピ
一 一 四
総理街門ェテ議決スルトモ夫子ヲリ必ス我レニ御下問有之事故予カ出来ヌト云フ事ハ決テ出来ル事ナシ」と断言している所からも裏書される。出林耕
一 郎
監＝訂一巻李は相変らず首里返還、尚家復封
による琉球祭初の存続を竹添領事に提議した。－
J弔 問 軒 … 」
百叶 調 耕 一 、 一
十 九 巻 五 九 交 番 附 一六
－ 一 九 ・ ニ
C
号
明治十六年一月、駐日公使懇庶昌は参議松方正義に一個人の資
格で琉球藩王復位を申入れた。井上外務卿は尚泰を「同地永遠ノ県令」とする事ならば行い得ぬとは限らなレ旨を灰かした処、品川余公使は県令名義でもと希望したが、進貢名義存続の事も付帯 ていたので不首尾に終った
。
此の際も井上外務卿は、清国が朝貢国
を失い将来の典籍上に琉球を記載 得なくなる事態を憂慮し之に拘泥している事実を指摘している。尚家復封の熱望は竹添領事さえ同意に傾けさせた程で
あ っ
た 。 回 一 掛 川
前 一 一 献
諸 一 む 一 巻
明治十五、六年当時は、清国要路の対日感情は相当に険悪化し
ていた
。
郵承修、陳宝深、張侃論、李鴻章らは程度の差は
あ
っ
て
も挙って琉球団復を名とする日本征討或はその前提として海軍力の充実を説いている。安南、朝鮮と清国周辺多事 時で
あ
っ た
が
、日本との争端は朝鮮に
あ
らず
琉
球問題に丸りと目していた
。
字
文 忠 全 書 奏 稿 巻 四 回 日 本 外
交 文
書 十 五 巻 一
O
七 文 書
附 一 一 一
号 、 新 聞
集 成 明 治
編
年 史 九 巻 所 載 東 京 日 日 新 聞 明 治 二 九 年 一 二 月 八 ・ 九 ． 両 日
記
事
院
球奪回の気運を作るとの考えに立脚した「
琉
球地理志」（蹴
刊 誌
a明
治
）の著者銚文陳は、軍事的見地から日本地理研究のため
日本に派遣されたと云われるご
ザ 一
一 時 一 仁 酬 明 研
一 一 一
一 司 閥 抗 一 部 川 町 凋 吋 昭 お
明治二十年六月 清修好条規改正談判に り、総理
街
門大臣曽
蛇沢は駐清公使塩田三郎に対して琉球問題に触れて、清国政府は
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本件を未結了と認めており他日疎雰提出の意図ある旨を洩ら
L
て
いるが実現は見なかった。刊一致一一銭詩的二
結局比重は朝鮮の方に傾き、やがて日清戦争に突入したが、構
和談判に際しでも琉球の議は提出されず、下関条約により台湾、滋湖諸島まで日本の領有に帰し、琉球問題は自然消滅の形になった
日本の主張と態度日本 明治初年以降諸脆貨を実施した後の
琉球に対してのみなちず、それ以前 状態に関しても両属という事を否定した。竹添進一郎も李鴻章に対して「天下無両婚之婦、岩亦有両属之邦乎」と述べている。一郎一一剛一括
琉球の所属に関する日本側の主張は、寺島外務蜘の説略切れ訪日」
群おそへ及び井上外務卿 覚書一一望配当↑。に詳述され いる
o
要するに慶長遠征以降「琉球ハ我帝国封侯ノ一ナル薩摩侯ノ所
領シタル附属ノ采邑」と て貢租を徴し官吏を派し、その行政は蕗摩侯の法令制度と認可により施行されて た事 主張した。しかも数世の時代明朝叉は清朝により斯かる支配が否認されなかった点を指摘し、一史に薩藩統治を実証するものとして尚寧主、三 司官の誓文及び法章十一五ケ条 示し 。琉球の一向属は否定 が、中国との旧来の関係についてはその事実 認めた。但 日 との関係は実質的従属関係となし、中国との 貢冊封関係は幾多の事例を引いて領有乃至主権の明証の実質を しない「虚文空名」の性質のものと看倣した。日本 主張した琉球支配の 蹟は、前項でも見た通り両属を主張する清国側からも否定されていない。
公法理論からも、領有の実としては現に土地を管轄する意志を
有し且つその土地に拠り之を保有している事が必要であるのに、琉球に関して清国は此等条件を備えていな と主張した。従って昨球と米仏蘭各国との条約に清暦使用の事も、土地の領有とは関係ないとし、また条約そのものについても、その継承は日本と各条約国との関係事項であり清国と交渉の必要はないと反駁した。
以上、日本は流球に対して慶長以降薩摩侯の所管として実権を
有し且つ安全に領有したとの見地に拠り、朝貢冊封 儀礼に基く清国側の両属の主張に対立し、斯かる双方 論点が反復展開されh ι
。交渉に関しては、清国側が球案未了の態度を保持して交渉再議
を希望したのに対し、北京会商は清国の違 により決裂したものと看倣し、自ら発議せず且つ清国側の体面保持を主とした実に基く再議申出には応じない態度を堅持した
e
明治十六年五月、審公使は日清修好条規改正期限に関連して琉
球問題解決を日本政府に申入れたが、井上外務卿は換約と談判
J
は別議の旨を回答した
o
細川林ぺ抗措けか同年九月、安南事件を琉
球案件と共通性占める問題と見て仏国代理公使が清国に対する日仏提携動作を説いた際にも、井上外務蜘は、日本政府は琉球問題を談判済と看倣しており、清国が兵力による奪取を企図すれば余儀なく応対する迄と述べてい 。浦町一一
A政一括計結局、時日の経過と
共に日本の琉球領有は既成事実と て認められるに至つた。
誌
言
白書国とも過去に裏芸品方に通じていた事者必ら
五
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不問に附していた事実を公文に於ても認めている。過去については必ずしも日本が完全に掌握していたとは看倣せない状態であった。然るに明治維新以降
1
清国は琉球問題に関して、常に日本に
一歩後れをとり終始受身の立場で日本の一方的措置を問難するに暇なかった。朝貢停止も琉球から泣訴の末、日本政府に抗議したが、何公使の対話筆記によれば、一応事前に清国に 相談ありたしとの程の語気であり、逆に外務卿宛公文は強硬 過ぎて文言問題を蒸起する始末であった。さりとて日本の琉球侵略を名義として戦端を開くだけの決断も準備 なかった。紛争解決の手段 して武力も用いず公法も採らず、日本の積極方針に従来 地位 失
った形である。
その根底には、中国が旧態依然たる朝貢名義に拘泥し国際的同
情も得られず、近代国家としても日本に一審を輸していた事実が横たわっている。反対に日本は清国以外の諸国から琉球処分に関して何等の異議も挟まれず、有利な国際的環境の裡に帰属確定の方策を順次実施し得た 琉球問題の精末は両国当時の国勢の差を如実に反映した ので
あ っ
たと云えよう。
ハ附記〕本稿執筆
K
当り賓料の便宜と有益な助言とを与え
、b
れ
た外務省大臣官房文書課升交文書室班長犬山梓氏に厚く謝意を表する。（一九五六・一
O
稿一九五七・一補）
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